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6特集１／NGOと開発援助
第 1部：アメリカのNGOから見た援助の現実と途上国の資源利用の実態
ビルマ（ミャンマー）の開発と人権・環境問題
――アメリカの NGOの視点
米国弁護士　　
秋元　由紀＊
　６年前からワシントン DCで NGO（非政府組織）での仕事を通してビルマ
（ミャンマー）の開発問題に取り組んできました。開発問題に取り組む NGO
と一口に言っても様々なものがあります。私が関わってきた NGOは援助事業
によって大小の影響を受ける現地住民の側に立ち、事業の実施状況を現場でモ
ニターし住民の懸念や要望を援助する側に届ける支援をしています。貧しい途
上国の人々を助けるはずの開発援助の現場では、住民の生活に大きな負担とな
る色々な問題が起きる中、住民のもっともな要望や権利が無視されることが少
なくないからです。
１．ビルマへの開発援助問題が提示するもの
　開発援助に直接関連して人権・環境問題が起きてくるのはどのような場合で
しょうか。次のような場合が考えられます。援助事業によって影響を受ける住
民が事業について事前に知らされない。住民が事業について意見や質問をする
＊ 上智大学法学部卒業、ジョージ・ワシントン大学ロースクール卒業（Juris 
Doctor）。米弁護士資格を取得後、米国ワシントン DCとタイ・チェンマイとに事
務所を置く NGO、Earth Rights International（ERI）で海外での営業活動を通じ
て起きた人権侵害について企業の責任を問うユノカル訴訟などの原告弁護団に参加。
現在は、ビルマ（ミャンマー）への開発援助のモニタリングや、米国議会などでの
政策提言を行う。「グローバル化する企業責任：米国外で起きた人権侵害の責任」（法
学セミナー増刊「カウサ」第４号、日本評論社、2002年）、「ビルマの環境と開発問題」
（「アリンヤウン」ビルマ市民フォーラム、2002年～連載）、「法律家への手紙～アメ
リカの環境 NGOより」（｢ 環境と正義 ｣日本環境法律家連盟、2002～ 2003年）など。
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余地がない、または無理やり賛成させられている。正当な補償がない。事業の
社会・環境的影響が考慮されないまま実施されている。
　現在のビルマには、今、述べたような開発援助が原因で人権侵害・環境破
壊が起きてしまう条件が揃っています。さらに援助を提案する側が直面する問
題もあります。ビルマの軍事政権は 1990年に行った総選挙でノーベル平和賞
受賞者のアウンサンスーチー氏の政党が議席の８割以上を獲得したのに政権移
譲をせず居坐った政権で、ふだんから民主化運動家を弾圧したり民族の迫害を
行ったりしている。国家予算の大部分を軍の増強に回していることもわかって
いる。そのような軍政に援助をするべきかについて、各国は様々な対応をして
います。
　ビルマへの開発援助の実態を見ると、開発援助による人権侵害や環境破壊
の問題がよく見えてくると思います。現在、ビルマに送られる開発援助の額は、
発展途上国としての同国の状況を考えると意外に小さいものですが、ビルマで
開発事業を行う際に起きる諸問題を示す事例が多数あります。今日は前半でビ
ルマへの開発援助をめぐる背景や論点を、後半で事例を紹介します。また、全
体を通して各国の NGOがビルマの開発をめぐりどのような役割を果たしてい
るのか、どのような視点で問題を見ているのか、なども見えてくればと思います。
２．背景
　ビルマは天然資源に非常に恵まれている国です。高級木材になるチークや、
天然ガスや宝石、鉱物があり、イラワディ川を始めとする大きな川が４本、南
北に流れています。今こそは深刻な経済危機にあるビルマですが、20世紀半
ばには世界でも有数な米の生産国だったりするなど、東南アジア諸国の中でも
経済的な見通しが最も明るいとされていた時期もありました（資料１）。その
上に豊かな天然資源があったので、これらが開発されていくことで重要な財源
となるだろうと考えられていました。
　事実ビルマは森林伐採、鉱山開発などを行って収入を得てきました。ところ
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がビルマの軍政はそうして得た資金の大部分を軍隊の拡大、つまりは権力の存
続のために使ってきました（資料２、３）。例えば天然ガスの輸出からの収入
でロシアから戦闘機を、ウクライナから戦車を買っています（写真）。ユニセ
フの報告によれば、1990年から 97年の間、ビルマは医療・教育費を合わせ
た額の 264％に上る額を軍事費に当てていました。また 88年以降、軍の規模
も 18万部隊から 40万部隊に倍増しました。
　天然資源の搾取のほかに、軍政は橋や道路、灌漑・水力発電用ダムの建設を
進めています。完成すると着飾った地元の住民が大勢集まって記念式典を行い、
国営新聞には写真入りの大きな記事が載ります。しかし住民が完成を喜び、自
発的に式典に出ているとは必ずしも言えません。ビルマにはまず法の支配があ
りません。開発事業が行われる場合に住民が意思決定の過程に参加するシステ
ムがありません。同様に、事業によって何か被害を受けてもそれに対する補償
や賠償を受けるのが難しい状況です。また、環境影響評価などを事業ごとに行
うシステムも整っていません。
　この上に軍の存在があります。後で詳述しますが、特に民族が多く住む地域
で開発事業が行われる場合にはまず軍隊が「警備」を名目に地域に入ってきま
す。そして住民が抵抗しないように村ごと別の場所に強制移住させたり、部隊
が寝泊りする施設を強制労働で作らせたり、兵士が使う物資や武器を運ばせた
りすることがしばしば起きています。
 写真提供：宇田有三
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　この強制移住と強制労働について一般的な説明をしておきます。開発事業に
伴う典型的な強制移住では、ある村に対して「期日までに○○に移住しろ」と
いう命令が軍から来ます。移住期限が短いことが多いので、生活に必要な物を
持って行けないこともよくあります。さらに移住期限が過ぎると、元の村一帯
が「フリーファイアーゾーン（無差別発砲地帯）」にされます。つまり元の村
に戻ったところが見つかると無差別に撃たれる可能性があるということです。
移住先として指定される所はただのジャングルだったりで、生活できるように
整えられた場所ではないことが多い。食料などが支給されるわけでもない。で
すから命がけで食料や必要なものを取りに元の村や畑に戻ろうとした人が、軍
に見つかって殺されたり強かんされたりすることがあります。
　強制労働の典型的なものでは、ある村に対して「（労働のために）期日に○
人を集めろ」という命令が軍から来ます。作業に必要な道具や材料、水や食料
は与えられないので自前で準備します。１日で終わることもあれば、何日も泊
りがけのこともあります。作業がのろいといって暴力を受ける、また泊まりが
けの強制労働に行かされた女性が夜間に強かんされるケースも残念ながら珍し
くありません。村では連日強制労働のために村から人が出払ってしまい農作業
が進まず、収穫に影響が出ることもあります。指定された人数が集まらないと
村長が責任を取らされて暴行を受けたり、足りない人数分の罰金を取られたり
します。
３．国際社会の対応
　ビルマの軍政が国民の基本的人権を尊重せず、アウンサンスーチーを始めと
する民主化活動家に対する厳しい弾圧や民族に対する迫害行為を行っているの
は一般メディアや人権団体によって報告されているとおりです。このような軍
政に対して、国際社会は多様な対応をしています。　
　まず国連です。国連総会は毎年軍政に対し、人権状況の改善と民主化を求め
る決議を採択しています。さらに事務総長の特使が軍政と民主化勢力との仲介
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をする努力をしています。最近では安保理でビルマ問題を取り上げるよう理事
国に働きかける動きが各国の民主化活動家の間で出てきています。人権分野で
は、国連人権委員会がビルマに関する特別報告官を指名し、この報告官が人権
状況に関する調査を行っています。国連開発計画（UNDP）や世界食糧計画
（WFP）など、ビルマ国内で活動する国連機関もあります。
　原則として欧米からは開発援助はありません。主要援助国の中でもっとも厳
しい態度を取っているのがアメリカです。ことあるごとに政府関係者が軍政の
人権侵害などを非難する声明を出すだけでなく、比較的厳しい経済制裁をも課
していて、ビルマから輸入をしたり米企業がビルマに投資したりするのが禁止
されています。EUもアメリカほど厳しいものではありませんが、一応制裁措
置を取っています。
　欧米とは逆に、ビルマの近隣国（中国・インド・ASEAN諸国）は、国に
よって程度の違いはありますが、「軍政を経済・政治的に孤立させるのではな
く、むしろ貿易や投資などを通じ積極的に関与していきながら状況の改善を図
ろう」という建設的関与政策を取っています。　
　日本はどうでしょう。日本の対ビルマ政策はイソップの「太陽と北風」の
話に例えられることがありますが、「欧米のように軍政をただ非難し孤立させ
る（北風を吹かせる）のではかえって軍政の態度を硬くさせ、民主化を遠ざけ
てしまう。軍政を孤立させず、民主化しやすいような状況をつくっていく（日
光で温める）べきだ」という考え方のようです。したがって積極的な制裁措置
を取るわけでもないが、人権侵害や民主化勢力の弾圧が起きているのに目を
つぶっているわけでもない、欧米と ASEANとの間の政策を取っていると言
えます。具体的には ODA（政府開発援助）のうち、新規の円借款が 1989年
以来凍結されています。しかし無償資金協力など円借款でない ODAは今も提
供が続いています。さらに 98年には「1989年の凍結以前に約束されていた」
という理由で、円借款も一件行われました。
　国際援助機関のうち、世界銀行はビルマに対する国別の支援は 1987年以来
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まったくしていません。世銀に対する債務の返済が遅れているので新規の援助
ができないというのが形式上の理由ですが、世銀の方針には欧米の政策が強く
反映されますから、事実上はビルマの政治状況を考慮していると推測できます。
アジア開発銀行（ADB）も国別の支援はしていません。ただし、ADBはビル
マも含めたメコン地域開発に力を入れていまして、この「メコン地域への援助」
という枠組みを通じてビルマにも小額の技術援助を行っています（資料４）。
４．ビルマをめぐる NGOの動き
　民主化や人権侵害などビルマが抱える問題については世界各国で多数の
NGOが活動しています。ここでは活動内容を３つに分類しましたが、どの
NGOも必ずどれかに当てはまるわけではなく、また３つのうち２つをやると
いうような NGOも存在します。これらの NGOは必要に応じて互いに連携、
協力しながら活動しています。
　まず民主化運動を支援する活動ですが、これは主にビルマ国外に住むビルマ
人が中心となり、ビルマ軍政が民主化問題や人権問題に真剣に取り組むように
促すのを各国政府に求めたりするものです。例えばアメリカが厳しい経済制裁
を決断した裏には、在米ビルマ人やアメリカの NGOが経済制裁を求めてアメ
リカ議会や政府に非常に活発に働きかけたことがありました。また「ビルマに
投資をすると軍政が収入を得るので、企業はビルマに投資するべきではない」
という考えから、ビルマに投資している企業、特に有名な多国籍企業に対して
ビルマからの撤退を求める運動も特に欧米で積極的に行われています。実際に
撤退した企業も多数出ています。日本では在日ビルマ人を中心として、ビルマ
への ODAを全面停止するよう求める動きなどがあります。
　ビルマ国内に入って現地で人道援助などの活動をする NGOもあります。た
だ、軍政が国内の移動を制限したりするので、まったく自由に活動できている
わけではありません。また合わせて数十万人いると言われる難民や国内避難民
に食料などの援助をする NGOもあります。　
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　前述のような強制移住や強制労働、強かんなどの人権侵害や環境破壊など
について現地で詳しく調べ、各国政府や国連などに情報として提供している
NGOもあります。この活動については後で開発事業の事例を紹介するときに
もう少し詳しく紹介します。
５．ビルマへの開発援助の是非
　軍政下にあるビルマに援助そのものをするべきかという問題は政府関係者や
民主化運動家そして NGOの間でさかんに議論されています。ここでは２つの
立場に分けて紹介します。ただしこれは非常に大きな分類で、誰もがこのどち
らかに入るわけでもありませんし、援助の性質によっても多少変わってきます。
　ビルマへの援助に反対する立場の根拠は第一に、このような軍政に援助をす
るのは原則論として良くないし政治的にも軍政を正当化することになるという
ものです。また実際的な根拠としては、支援をすると軍政に収入が入り結果的
に軍政を長引かせることになる、というものです。ビルマには援助を本来受け
取るべき人や地域に確かに送り、目的通りに援助が行われたかをチェックする
といったシステムが整っていないため効果的な援助が期待できない、というも
のもあります。たとえば、援助として送った物資が実は闇の市場に流れていた
とか、軍政関係者にしか行き渡らなかったとか、もっと深刻な場合には後でお
話する建設事業の事例のようなことが起きたりするわけです。
　これに対して、援助を推進する側は「軍政が非難するべき存在だからといっ
て援助をしないと一般の人たちが困る。理想的なシステムは確かに整ってはい
ないが、できるところから支援していくべきだ」という議論をします。援助や
投資をした結果ある程度国に余裕ができればかえって民主化が進むだろう、と
いう意見もあります。また前述のように欧米や日本が開発援助を控える中でビ
ルマの近隣諸国は建設的関与政策の下でどんどん投資や援助をしています。そ
んな中で例えば日本が ODAなどを控えていると、投資や貿易のチャンスを逃
したりビルマへの影響力が小さくなったりするのではないかという懸念も少な
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からずあるようです。
６．ビルマでの開発事業の現状
　冒頭で述べたように、ビルマには開発援助が原因で人権侵害・環境破壊が起
きてしまう条件が揃っています。しかしビルマでは言論の自由がなく情報統制
も厳しいので、開発をする側がただ現地に入っただけでは人権侵害や環境破壊
の情報はなかなか出てきません。そこで NGOが非常に大きな役割を果たすこ
とになります。事例で見てみましょう。
　バルーチャウン水力発電所建設（日本ODA）
　バルーチャウン水力発電所は日本が最初の戦後補償として建設し、1960年
に完成しました。現在も首都ラングーンなどの重要な電力の供給源として稼動
しています。
　同発電所はビルマの民族の一つカレンニー人が多く住むカレンニー州にあり
ます。同州は地域によって一部または全部分をカレンニー民族進歩党（KNPP）
という反政府勢力が支配しています。KNPPはカレンニー人の最大の反政府
勢力で武装していますが、KNPPとビルマの軍事政権との間には停戦合意が
ありません。このため軍政はカレンニー人の住民が KNPPを支援しないよう、
普段から村ごと強制移住をさせたり住民の移動を厳しく制限したりしています。
KNPPを支援していると疑われた村人は厳しい尋問を受けたり、逮捕・拷問
されたりすることもあります。
　発電所建設当時には、軍の部隊が寝泊りする施設や発電所の周りを囲うフェ
ンスなどを建てるために周辺住民による強制労働がかなり使われました（資料
５、６）。今も、発電所周辺に配置されている軍の部隊のための物資の運搬な
どの強制労働が続いています。また、発電所の周りには発電所への攻撃を警戒
して地雷が埋めてあり、住民や家畜が犠牲になっています。ちなみに、住民
が踏んでしまうと罰金を取られるそうです。また発電所は川の水を使います
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が、水不足の時には発電の方が優先されるので、周辺の住民が農業に使う水が
足りなくて困ることもあるそうです。このような問題が指摘される中、日本は
2002年に発電所の修理・改善のために ODA（無償資金協力）を軍政に約束し
ました。　
　現地の状況が不安定なので、修理工事が始まれば警備のために軍隊が地域
に入り、結果として強制労働や強制移住が起きる可能性がありました。修理
工事の実施には細心の注意を払う必要があったわけです。これを指摘するた
め、ODAによる支援が決まってからは複数の NGOが現地や日本で活発に動
き、今、お話したような建設当時から現在に至るまでの強制労働の状況や、地
雷の埋設箇所、どの村がどこに強制移住させられたかなど詳しい状況を調査・
報告しました。中でも政府が援助を約束した日本では NGOが現地で得た情報
を外務省に提供し、改善工事のための ODA提供を中止するか、強制労働など
が起きないように実施に関して具体的な条件を付けるように働きかけたのです
が、結局見直しにはいたりませんでした。ただし、何回かに分けて行われる予
定だった支払いのうち、一度目のは行われたものの、二度目以降の支払いはま
だ行われていないそうです。
　ヤダナ・ガスパイプライン建設（米仏民間投資）
　ヤダナ・天然ガスパイプラインは民間投資で建設されたものなので、厳密に
は開発「援助」には当たりませんが、ビルマでの開発事業としてはこれまでで
最大規模でしたし、天然ガスパイプラインを建設するのは開発援助の案件とし
て珍しくないので、参考例として取り上げてみました。
　アンダマン海にあるヤダナ・ガス田からガスをタイにある精製所まで運ぶた
めにパイプラインが通されました。建設はトタル（仏）とユノカル（米）とが
軍政とジョイント・ベンチャーを作って実施しました。バルーチャウンの場合
と同様に、モンやカレンなどの民族が多く住む不安定な地域を横切るルートで
建設され、工事の警備をビルマ軍が担当しました。
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　パイプライン沿線の住民は大部分が農業や漁業、地域内の商売に携わってい
ました。そこに大量の軍隊が入ってきて、強制移住、強制労働、略奪などの人
権侵害を引き起こしました。建設による被害について調査をした NGOの報告
書から、軍のために強制労働をさせられた住民の証言を紹介します。「…やら
された作業は木や竹を切る、地面をならす、木の切り株を掘り出す、井戸を掘
る、竹を切ってひもを作る、木や竹を運ぶ、屋根ふきの材料を準備する、軍隊
のバラックを建てることなどです。毎日朝６時半から 11時半、午後１時から
５時まで働かされました。…食べ物を持参すればものが食べられました。軍が
食べ物をくれることはありませんでした。夜は、屋根のない台のようなものの
上で寝なければなりませんでした。軍は私たちが泊まるための小屋を作るのさ
え許してくれなかったからです。布団はなく、ビニールシートかビニール袋を
布団代わりに使ったので、たくさんの人がマラリアや風邪にかかりました。労
働者は全部で 400人のこともあれば 300人のこともありました。そのうち 10
人ほどは 60歳か 70歳くらいの老人でした。…頭痛がしたり、風邪を引いたり、
熱があったりしても休ませてくれませんでした」（資料７） 。これはほんの一
例です。
　直接の侵害行為を受けない場合でも、例えば漁業で生計を立てている住民は、
軍が移動に制限を加えたり強制労働をさせたりするので漁に出る機会が減って
しまいました。漁を許された場合でも、獲れた魚のうち一番良いものを兵士に
譲らなければならない。軍はまた、狩猟をしようとする住民が森に入るのを制
限したり商人が自由に移動や取引するのを禁じたりもしました。　
　パイプライン建設によって深刻な環境破壊も起きました。パイプラインが通
る地域の生態系は、世界自然保護基金（WWF）によって地球上でもっとも重
要な 200の生態系の一つに指定されています。しかし建設のために多くの大
木が倒されて森が分断されたため、ゾウやトラなどの動物が移動するのが難し
くなりました。軍の部隊が建設工事に便乗して不法伐採に従事していたことも
報告されています（資料７）。　
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　バルーチャウンの場合と同様に、ヤダナ・パイプライン建設に伴って起き
た強制労働や強制移住などの状況が明るみに出たのには NGOの調査活動によ
るところが大きいと思われます。現地で地道な聞き取り調査を重ね、軍のどの
部隊がどこにいたか、どの村がどこに移住させられたか、どこでいつ強制労働
が使われたかなどを調べていくうちに建設の実情が浮かび上がってきました。
NGOが活動していなければパイプライン建設に伴う人権侵害の様子がここま
で明らかにはならなかったでしょう。
　ちなみに投資したトタルやユノカルもこれらの侵害行為について、直接命令
こそはしなかったものの、発生の事実は知っていただろうとされています。こ
れに関連してユノカルの責任を問う訴訟がアメリカの裁判所で起こされました。
強制労働などパイプライン建設によって被害を受けた住民がユノカルに対して
損害賠償を請求した民事裁判で、略式判決という段階まで行き、今は和解交渉
に入っています。この裁判でも原告弁護団に NGOが加わり、証拠集めや原告
との連絡などに大きな役割を果たしています。裁判の場以外でも、ユノカルの
株主に対して株を手放すなどするように働きかける NGOもあります。
　ユノカルはこの裁判にかなり費用がかかっただけでなく、NGOの活動や出
版物などでこのような問題事業に投資したことが広く知れ渡ってしまったため、
評判やイメージがとても悪くなりました。そのこともあって、このプロジェク
トは同じような投資の仕方をしている他の企業からもずいぶん注目されていま
す。少なくともアメリカでは、ユノカルのように訴えられないように注意して
海外で活動する企業が増えてきています。そんな中、何の責任も問われていな
い軍政はこのパイプラインを使ったタイへのガスの輸出で得た収入でロシアか
ら戦闘機を買ったりしています。
　タサン水力発電ダム建設計画（タイ、ADBなど）
　タサン・ダムはまだ計画段階にあります。シャンという民族が多く住むシャ
ン州の南部、ヒマラヤから流れてくるサルウィン川の本流に計画されている非
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常に大きなダムです。かなり前から計画があり、電源開発（日）やラーマイヤー
（独）などが施工可能性調査を実施しています。現在ではタイ政府がビルマ軍
政と協力して建設するのに非常に意欲を示しています。また、ADBが作った
メコン地域に電力網（パワーグリッド）をめぐらせる計画案の中にも電力の供
給源としてタサン・ダムが組み込まれています。冒頭でお話ししたように、現
状下では ADBが直接タサン・ダムの建設に融資をすることはまずないと思わ
れますが、いまのところ ADB内には電力網計画から同ダムを外そうという動
きもありません。
　タサンに限らず大型ダムが建設される際には、森林や生態系の破壊などの環
境破壊や、川を生活手段として使っていた住民の生活基盤が失われるなどの深
刻な影響が出ることが世界ダム委員会の調査などでわかっています。そうした
影響に加え、タサンでは建設に関連して例によって軍隊が入り、強制移住や強
制労働などが行われる恐れが多分にあります（資料８）。
　タサン・ダム建設予定地を含むサルウィン川の西岸では 1990年代後半に大
規模な強制移住事業が実施されました。96～ 98年の間だけで 1000もの村が
強制移住をさせられました（資料９）。強制移住の理由はバルーチャウンのあ
るカレンニー州と同じで、住民がシャン州南部で活動する反政府勢力に支援を
するのを防ぎ、村を軍が支配しやすいように配置しなおすために行われたよう
です。強制移住のほかにビルマ軍兵士によるシャン人女性の強かんも多数発生
しています（1996～ 2001年の間に少なくとも 625人のシャン人女性や子ど
もが犠牲。資料 10）。強制移住も強かんもダム建設計画とは直接は関係ありま
せんが、建設予定地を含む地域をビルマ軍がどのような手段で支配しているか
がわかると思います。
　シャン州内の状況を調査する NGOによれば、2003年初めにはシャン州に
あるビルマ軍の司令部から、タサン・ダム建設に関連して現地入りするタイ人
関係者のための警備体制を整えよとの命令が地区に駐留する部隊に伝えられま
した。また、建設予定地を警備していた軍の部隊のために周辺住民が物資の運
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搬などの強制労働をさせられたという報告が NGOからあります。建設前から
こうですから、本格的な建設が始まり軍の警備体制が強化されれば状況がさら
に悪化する可能性が多分にあります。
　タサン・ダムは計画が明るみになってから時間が経っていることもあり、多
数の NGOが活動しています。まずシャン州での強制移住や強かん事件につい
て調査し報告するという大変重要な活動があります。また、大型ダム建設が深
刻な環境破壊を引き起こすことは先ほどお話しました。タサン・ダム建設問
題に関しては、シャン州の人権問題に取り組む NGOと、大型ダム建設に反対
する活動をする NGOとが力を合わせて建設を止めようとしています。たとえ
ば、2002年 12月にはダム建設に反対する NGOなど 70近くの団体が、タイ
議会の上院外交委員会に対して「ビルマに民主主義が実現し、建設現場周辺の
住民の権利が尊重されるようになるまで」建設をしないように求める請願書を
提出しました。問題点を指摘した報告書も既に何本か出版されています。また
ADBに対しては、タサン・ダムをメコン地域の電力網計画から外すべきだと
いう働きかけがされています。
７．終わりに
　以上の事例からビルマで開発事業、特に大規模なものを行う場合、軍によ
る人権侵害など周辺住民にかかる負担が半端でなく重いことがわかります。バ
ルーチャウン発電所で生産される電力もヤダナ・パイプラインが運ぶガスも周
辺住民には行きません。住民の負担に見合う補償が出るわけでもない。住民に
は恩恵がなく強制労働などの被害ばかりが起き、軍政には戦闘機を買うほどの
収入が出るような事態はおかしいのではないでしょうか。
　一般的にも言えることですが、ビルマに開発援助をする場合には、どのよ
うな援助をするのか十分な検討が必要です。特に日本の場合はビルマに対する
ODAの大部分を凍結しているのですから、貴重な資金を何に使うのか、その
援助によって利益を得るのは誰か、慎重に検討するべきでしょう。大型ダムや
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高速道路の建設のような「わかりやすい」もの以外の案件にもっと積極的に目
を向けることができると思います。
　また実施の際には、お話したような強制移住や強制労働などの被害が出な
いよう細心の注意を払う必要があります。但し援助をする政府などが直接現地
で人権侵害など情報を集めるのにはどうしても限界があります。そこで機動力
があり地域内の事情に詳しい NGOなどが持つ情報を積極的に活用していくと、
本当に人を助ける援助に近づいていくのではないかと思います。
【質疑応答】
司会　ありがとうございました。若干時間がございますので、何かご確認の質
問がありましたらお願いします。
フロア　４つ質問があります。第一の質問。効果的な援助ができないという
ことですが、ミャンマー政府に対してモニターしていないのかお教えくださ
い。2番目に、事例①のバルーチャウン水力発電所で日本の ODAが 2回目以
降はまだ行われていないのは、NGOの報告が日本の外務省になんらかの影響
を与えたからでしょうか。3番目に、ヤダナ・ガスパイプラインの事例について。
アメリカのユノカルの企業規模や周辺国の関与について教えていただければと
思います。４番目に、タサン・ダムの ADBの立場について、もう少し具体的
に教えていただきたい。
秋元　バルーチャウンやヤダナがどのようであったかというと、事業を実施し
た機関や企業が、現地を訪れる際は、必ず軍の関係者と一緒に入らなければな
らない。そうすると、現地の人々がかりに問題を抱えていたとしても、軍当局
のいる手前、素直に言えないことが多い。ですから、事前調査や正確なモニター
が非常に難しい状況です。そこで本当の状況を調べるために NGOが現地に入
る場合には、目立たないように現地に入って住民の話を聞いたり、現地の状況
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に詳しい人に秘かに連絡を取って別の場所で会ったりします。そういうふうに
しか、現在は情報を入手できません。
　続いて、バルーチャウンの開発 ODAについてですが、一回目の支払いが行
われた後、2003年 5月に、ビルマ中央部のディぺーインという場所で、アウ
ンサンスーチーとその支援者に対して、襲撃事件が起きました。少なくとも
80人が殺されたと言われていますが、それを受けて日本は当時進行中の ODA
をいったん停止しました。そのため、2回目の支払いは行われず、現在に至っ
ています。ですから、直接的に NGOの活動が ODAをストップさせたわけで
はありません。
　次のユノカルの企業規模は今わかりませんが、1990年代前半にトタルと軍
政とジョイント・ベンチャー企業と組んで今も投資を続けています。報告でア
メリカの経済制裁の話をしましたが、そのためアメリカの企業はビルマに投
資できないことになっています。ただし、法律の成立が 97年だったため、そ
れ以前に投資を始めた企業には適用されず、ユノカルは投資を継続しています。
株主に対する運動なども起きましたが、結局、撤退にはいたっていません。
　最後に、ADBがタサン・ダムをメコン地域電力網の計画にも組み込んでい
ることについて、ADBとしては、今はタサン・ダムに直接投資できないけれ
ども、ADB以外のドナーがタサンに投資して電力網が完成してくれるのはか
まわない、というようなことだと理解しています。
フロア　シンポジウムの一番はじめに広井さんが「環境・貧困・公共性」の３
つが大事だと言われました。それは賛成です。しかし、経済成長を前提としな
い開発と言われましたが、根本的に疑問です。経済成長なくして富を得ること
はできず、貧困を脱することはできない。むしろ「環境・貧困・公共性」の達
成に、経済成長は必要条件、社会的公平は十分条件だと思います。両方必要で
す。いまのビルマの話にしても、なぜビルマはこんなに批判されるのか。開発・
ODAのやり方だけの問題なのか。経済的に成長しなければビルマは伸びない
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と思います。その点をどのようにお考えですか。
秋元　ビルマに即して答えますと、まず私個人が開発援助そのものに反対して
いるわけでありませんし、むしろビルマの状態だけ見ればもっと必要ではない
かと思います。しかしながら、実際の事例を見てしまうと疑問がわいてきます。
バルーチャウンを建設して得られる利益と住民の負担を比べると、どうしても
負担の方が大きく見えてしまう。ですから、あまり不公平な負担が出ないよう
によく注意を払い、得られる情報はなるべく活用して、状況をよく理解して援
助しなければならないと思います。そのためには機動力を持った NGOをもっ
と活用して欲しいと思います。
司会　司会からひとことだけ。今のご指摘の点は今日の重要な論点の一つとな
ると思われます。経済成長のあり方をどう見ていくか、午後のラウンドテーブ
ルにて議論できればと思います。
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